予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費　　　
	事業名　加工・業務用野菜拡大支援推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農産園芸課　　野菜係　電話番号：058-272-1111（内2867 ）

　　　　　　　E-mail： c11423@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　　700千円（前年度予算額：     700千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	700

	要求額
	700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	700

	1月29日時点
査定額
	700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	700

	決定額
	700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	700


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・国内の野菜需要が、家計消費用から加工・業務用へシフトしているのに合わせ、県内でも加工・業務用野菜生産に取組む農家が増加している。

　・加工・業務用野菜の生産に対する現地での課題を解決するため、試験研究機関での試験研究や現地での実証を行う。

（２）事業内容

　・現地推進指導費　　　500千円

　・試験研究費　　　  　200千円
（３）県負担・補助率の考え方

　　加工・業務用野菜は、今後更に需要が拡大すると思われ、生産拡大を進めていくためには県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	150
	関係者との打ち合わせ、現地指導などにかかる旅費

	需用費
	　　420
	試験研究にかかる消耗品購入費、現地機関燃料費

	役務費
	　　130
	通信運搬費

	合計
	　　700
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・ぎふ農業・農村基本計画
　５－３④　加工業務用仕向けの新たな産地づくりに取り組む。

（２）国・他県の状況

　・国においても「加工・業務用野菜産地作柄安定対策事業」をＨ２６年度新設し、加工・業務用野菜の転換を推進している。
（３）後年度の財政負担
　・ぎふ農業・農村基本計画の期間であるＨ２７年度実施
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　生産者・実需者・関係者が一体となり、加工・業務用に適した品目や品種の選定を行い、生産・出荷の拡大を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	加工・業務用出荷量
	5,052
（H21）
	（   ）
	6,273
（H22）
	5,754
（H23）
	6,000
（H27）
	95.9％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・全農、ＪＡ担当者などの関係機関を集め、加工・業務用野菜拡大に向けた検討会を実施。

・試験研究機関において、たまねぎ、キャベツの加工・業務用に適した品種や栽培方法を試験。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・検討会の実施により、新たに取組を広げる地域もでてきており、面的な広がりを見せている。
・試験研究機関との連携体制ができたことで、現場での課題を試験研究に反映し、試験研究の成果を現場実証に結び付けることができる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・加工・業務用野菜の需要は、野菜需要全体の過半を占めており、国産需要が高まる中で、県内生産量を拡大することは非常に重要である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・主力の品目としてたまねぎ、キャベツを重点的に推進し、面積の拡大が急激に進んでいる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・たまねぎ、キャベツなど出荷体制が確立している品目に重点的に支援を行い、効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・加工・業務用野菜の実需者ニーズを的確にとらえつつ、生産者が加工・業務用野菜を経営部門の一つに確立するための経営的なメリットを出していく必要がある。
・また、経営的なメリットを出すためには、大規模生産が必須であり、機械化等の検討も行う必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・既存産地での面積拡大と新たな地域への加工・業務用野菜生産の普及拡大。



